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割増賃金の趣旨と歩合給から割増賃金相当額を控除する仕組みの有効性
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事実の概要

　１　上告人（差戻審控訴人兼被控訴人）Ｘらは、
被上告人（差戻審被控訴人兼控訴人）Ｙ社のタク
シー乗務員として勤務していた。

　２　Ｙ社の賃金規則（本件賃金規則）において、
Ｘらの賃金は、基本給＋服務手当（基本給等とい
う）、歩合給 (1)、歩合給 (2)、割増金（残業手当、
深夜手当等）、交通費から成り、このうち①基本
給は、1乗務（15.5 時間）1万 2500 円であり、乗
務のない出勤日につき、服務手当として 1200 円
ないし 1000 円が支給される。
　歩合給 (1) と割増金の算定にあたり、｛（揚高－
基礎控除）×所定乗率｝で算定した額を「対象額Ａ」
とする。割増金のうち残業手当を｛基本給等÷（出
勤日数× 15.5）× 1.25 ×時間外労働時間数＋（対
象額Ａ÷総労働時間）× 0.25 ×時間外労働時間
数｝として計算する。また、深夜手当を｛基本給
等÷（出勤日数× 15.5）× 0.25 ×深夜労働時間
数＋（対象額Ａ÷総労働時間）× 0.25 ×深夜労
働時間数｝として計算する（割増金には休日労働
手当に当たる公出手当も含まれるが割愛する）。
　歩合給 (1) を｛対象額Ａ－（割増金＋交通費）｝
として計算する。ただし、金額がマイナスになる
場合には、支給額を0円とする取扱いをしている。
また、従前の賞与の代わりとして支払われる歩合
給 (2) を｛（税別揚高－ 341000 円）× 0.05｝と
して計算する（1か月の揚高が 341000 円を下回る
と歩合給 (2) は支払われない）。

　３　Ｘらは、賃金規則の定めは労基法 37 条を
潜脱し、公序（民法 90 条）に反するとして、同
条の割増賃金等または歩合給の一部の支払いを求
めて提訴した。差戻前の控訴審は、歩合給の計算
にあたり、対象額Ａから割増金に相当する額を控
除する部分は無効であるとして、Ｘらの請求を認
容し、歩合給の一部の支払いを命じたため、Ｙ社
が上告したところ、上告審がＹ社の敗訴部分を棄
却し、高裁に差し戻した。原審がＸらの請求をい
ずれも棄却したため、Ｘらが上告したのが本件で
ある。

判決の要旨

　原判決破棄差戻し。
　１　(1)　①労基法 37 条が「時間外労働等につ
いて割増賃金を支払うべきことを使用者に義務付
けているのは、使用者に割増賃金を支払わせるこ
とによって、時間外労働等を抑制し、もって労働
時間に関する同法の規定を遵守させるとともに、
労働者への補償を行おうとする趣旨によるもので
ある」（静岡県教職員事件・最一小判昭 47・4・6 判
時 662 号 23 頁、医療法人社団康心会事件・最二小判
平 29・7・7労判 1168 号 49 頁、日本ケミカル事件・
最一小判平 30・7・19 労判 1186 号 5頁参照）。②「割
増賃金の算定方法は、労基法 37 条等に具体的に
定められているが」、「使用者が、労働契約に基づ
き、労基法 37 条等に定められた方法以外の方法
により算定される手当を時間外労働等に対する対
価として支払うこと自体が直ちに同条に反するも
のではない」（国際自動車事件・最三小判平 29・2・
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28 労判 1152 号 5 頁、前掲医療法人社団康心会事件、
前掲日本ケミカル事件参照）。
　(2)　③使用者が労働者に労基法 37 条の割増賃
金を支払ったとすることができるか否かを判断す
るためには、「割増賃金として支払われた金額が、
通常の労働時間の賃金に相当する部分の金額を基
礎として、労基法 37 条等に定められた方法によ
り算定した割増賃金の額を下回らないか否かを検
討することになるところ、その前提として、労働
契約における賃金の定めにつき、通常の労働時間
の賃金に当たる部分と同条の定める割増賃金に当
たる部分とを判別することができることが必要で
ある」（高知県観光事件・最二小判平 6・6・13 労判
653 号 12 頁、テックジャパン事件・最一小判平 24・3・
8 労判 1060 号 5 頁、前掲国際自動車事件、前掲医療
法人社団康心会事件参照）。④「使用者が、労働契
約に基づく特定の手当を支払うことにより労働基
準法 37 条の定める割増賃金を支払ったと主張し
ている場合において、上記の判別をすることがで
きるというためには、当該手当が時間外労働等に
対する対価として支払われるものとされているこ
とを要するところ、当該手当がそのような趣旨で
支払われるものとされているか否かは、当該労働
契約に係る契約書等の記載内容のほか諸般の事情
を考慮して判断すべきであり」（前掲日本ケミカル
事件参照）、「その判断に際しては、当該手当の名
称や算定方法だけでなく」、１(1) ①で「説示した
同条の趣旨を踏まえ、当該労働契約の定める賃金
体系全体における当該手当の位置付け等にも留意
して検討しなければならない」。

　２　(1)　「割増金が時間外労働等に対する対価
として支払われるものであるとすれば、割増金の
額がそのまま歩合給 (1) の減額につながるという
上記の仕組みは、当該揚高を得るに当たり生ずる
割増賃金をその経費とみた上で、その全額をタク
シー乗務員に負担させているに等しいものであっ
て」、労基法 37 条の「趣旨に沿うものとはいい
難い。また、割増金の額が大きくなり歩合給 (1)
が 0 円となる場合……における割増金を時間外
労働等に対する対価とみるとすれば、出来高払制
の賃金部分につき通常の労働時間の賃金に当たる
部分はなく、全てが割増賃金であることとな」り、
「法定の労働時間を超えた労働に対する割増分と
して支払われるという労働基準法 37 条の定める

割増賃金の本質から逸脱したものといわざるを得
ない。」
　(2)　結局、「上記の仕組みは、その実質におい
て、出来高払制の下で元来は歩合給 (1) として支
払うことが予定されている賃金を、時間外労働等
がある場合には、その一部につき名目のみを割増
金に置き換えて支払うこととするものというべき
である」。「割増金は、その一部に時間外労働等に
対する対価として支払われるものが含まれている
としても、通常の労働時間の賃金である歩合給 (1)
として支払われるべき部分を相当程度含んでいる
ものと解さざるを得ない。そして、割増金として
支払われる賃金のうちどの部分が時間外労働等に
対する対価に当たるかは明らかでないから、……
通常の労働時間の賃金に当たる部分と労働基準法
37 条の定める割増賃金に当たる部分とを判別す
ることはできないこととな」り、「Ｙ社のＸらに
対する割増金の支払により、労働基準法 37 条の
定める割増賃金が支払われたということはできな
い。」

判例の解説

　一　本判決の判断枠組み
　本判決は、前掲国際自動車事件・最判（以下「29
最判」という）で言及がなかった判決の要旨１①
④の判断を示したが、これは、29 最判後の前掲
医療法人社団康心会事件と前掲日本ケミカル事件
の 2判決を受けたものである。その上で、本判
決は、判別できるというためには、割増賃金に当
たる部分としての手当が、「時間外労働等に対す
る対価として支払われているものとされているこ
とを要」し、「当該労働契約の定める賃金体系全
体における当該手当の位置付け等にも留意して検
討しなければならない」として、対価該当性を判
別要件の判断枠組みに組み込んだ点などに特徴が
あり、新たな判断といえる。

　二　歩合給 (1) の計算方法と割増金の
　　　対価該当性
　１　歩合給 (1) の計算方法と労基法 37条の趣旨
　歩合給 (1) の計算方法について、原審は、「揚
高の一定割合を基礎として割増金相当額を控除費
目として合理的な利潤を確保するとともに、賃金
面において、乗務員に対して労働効率化への動機
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付けを行うことで、非効率的な時間外労働を抑止
し、効率的な営業活動を奨励しようとするもので、
業務の実態に即した賃金制度として合理性」が認
められるとしていた。また、国際自動車（第 2次）
事件・東京高判平 30・1・18（労判 1177 号 75 頁）１）

では、労使間で「残業手当等その他の経費に相当
する金額を控除する方法で歩合給を算出するよう
な方式について合意することを否定すべき理由は
な」く、「本件規定において『対象額Ａ』から控
除される『割増金』の性質は、飽くまでも具体的
な歩合給を算出する過程で用いられる経費率や経
費の概数として用いる定数等といった計算上の数
値と異なるところはな」いと判示していた。この
ように、原判決等では、出来高払制の賃金（以下
「出来高の賃金」という）において、割増賃金相当
額としての割増金を「経費」として計算すること
を許容していた２）。
　これに対して、判決の要旨２(1) では、Ⓐ歩合
給 (1) について、「割増金が時間外労働等に対す
る対価として支払われるものであるとすれば」、
「割増金の額がそのまま歩合給 (1) の減額につな
がるという仕組みは、当該揚高を得るに当たり生
ずる割増賃金をその経費とみた上で、その全額を
タクシー乗務員に負担させているに等しいもので
あって」、労基法 37 条の「趣旨に沿うものとは
いい難い」とした。ただし、割増賃金を経費とし
て労働者に負担させること自体が問題なのか、そ
の全額（そのまま減額）ではなく一部にとどまる
のであれば許容されるのか、本判決の射程は必ず
しも明らかではない。

　２　歩合給 (1) の計算方法と割増賃金の本質
　判決の要旨２(1) では、Ⓑ「割増金の額が大き
くなり歩合給 (1) が 0 円となる場合」について、
割増金を時間外労働等の対価とみるとすれば、出
来高の賃金部分につき通常の労働時間の賃金（以
下「通常の賃金」という）に当たる部分はなく、全
てが割増賃金であることとなり、「法定の労働時
間を超えた労働に対する割増分として支払われる
という労働基準法 37 条の定める割増賃金の本質
から逸脱したものといわざるを得ない」とする。
しかし、法定労働時間を超えた労働に対する補償
としては、算定基礎を「対象額Ａ」とする割増賃
金に相当する金額が支払われており、本判決が、
出来高の賃金が 0円になる場合があることを問

題としているとみるならば、出来高の賃金に一定
の保障額が設定されている場合には、なお本質か
らの逸脱には当たらないと解する余地もあり得る
ことになる３）。

　３　対価該当性と判別要件
　判決の要旨２(2) は、本件の仕組みについて、
ⒶⒷの判断を踏まえ、時間外労働等がある場合に、
Ⓒ実質的に元来歩合給 (1) として支払うことが予
定されている賃金の一部につき、名目的に割増金
に置き換えて支払うものと評価する４）。そして、
Ⓓ割増金は、その一部に時間外労働等に対する対
価として支払われるものが含まれるとしても、通
常の賃金（歩合給 (1)）の部分を相当程度含んでい
るとする。しかし、Ⓒ通常の賃金（歩合給 (1)）の
一部を時間外労働等の対価（割増金）に置き換え
ているとするならば、割増金「全額」が、通常
の賃金としての実質を有しており、Ⓓ通常の賃金
に置き換わった割増金の「一部」に時間外労働等
の対価として支払われる部分が含まれるというの
は、論理的に当然の帰結とはいえず、説明として
不十分である。そうすると、Ⓔ「割増金として支
払われる賃金のうちどの部分が時間外労働等に対
する対価に当たるかは明らかでないから」判別要
件を満たさないとの結論は、Ⓓの前提があって初
めて成立するものであり、疑問がある。
　本判決のロジックでは、ⒶⒷを踏まえてⒸの評
価となれば、もはや割増金は時間外労働等の対価
とはみることはできず、労基法 37 条の割増賃金
が支払われたとはいえないのであるから、ⒹⒺ（判
別要件）は不要であるし５）、ⒸからⒹの論理展開
には疑問がある。結局、本件の争点は、割増金の「時
間外労働等に対する対価」該当性であって、割増
賃金の趣旨や本質から、割増金を時間外労働等の
対価として解することができないとの結論を導け
ば十分であり、判別要件は問題とならない。とこ
ろが、29 最判が「判別することができるか否か」
等の審理判断をしなかったことに違法があるとし
て差し戻したため、本判決でも、判別要件に引き
付けた判断になったものと考えられる。

　三　通常の労働時間の賃金の定め方
　29 最判は、その原審が歩合給 (1) の計算方法を
公序違反で無効としたことに対して、「労働契約
において売上高等の一定割合に相当する金額から
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同条に定める割増賃金に相当する額を控除したも
のを通常の労働時間の賃金とする旨が定められて
いた場合に、当該定めに基づく割増賃金の支払が
同条の定める割増賃金の支払といえるか否かは問
題となり得るものの、当該定めが当然に同条の趣
旨に反するものとして公序良俗に反し、無効であ
ると解することはできない」と判示していた。本
判決は、この判示部分に触れることなく、割増金
の支払いによって労基法 37 条の定める割増賃金
が支払われたといえるか否かを判断する一方で、
通常の賃金の計算方法の当否を直接には検討しな
かった。
　この点について、本判決は、二１２で述べた通
り、労基法 37 条の趣旨や割増賃金の本質という
観点から６）、割増金の時間外労働等の対価該当性
を否定している。しかし、いずれも程度問題と捉
えるならば、本件のような極端な仕組み（割増賃
金全額をそのまま労働者に負担させ、出来高の賃金
が 0円になり得る）に対する事例判断とみること
もできる。そうすると、割増賃金の全部ではなく
一部を出来高の賃金から控除したり、出来高の賃
金に保障額を定めたりした上で、別途、時間外労
働等の対価が支払われていれば、出来高の賃金か
ら割増賃金相当額の一部を控除したものを通常の
賃金とすることについては、労基法 37 条等の定
める割増賃金が支払われたものとして、許容され
る余地もあり得ることになるが７）、本判決がその
ような仕組みも否定しているかは明らかではな
い。
　そして、本判決は、結論として 29 最判と異な
る判断をしたものとみることもできるが８）、なお
29 最判の枠組みでも理解することができる。結
局、本判決は、割増金が時間外労働等の対価に該
当しないことから、「対象額Ａから控除された割
増金は、……通常の労働時間の賃金に当たるもの
として」、本件の通常の賃金を解釈し、労基法 37
条等に定められた方法により、未払いの割増賃金
の額を算定すべきとした。もともと本件の主位的
請求は未払いの時間外労働等の割増賃金及び付加
金の請求であり、予備的に歩合給 (1) の一部（対
象額Ａから控除された割増金相当額）の賃金請求で
あったところ、29 最判の原審は、通常の賃金で
ある歩合給 (1) から割増金を控除することを違法
としたもので、割増金の支払いによって割増賃金
は既払いであることを前提に、予備的請求を認容

したものであった。これに対して、本判決の結論
によれば、割増賃金が支払われたとはいえないの
で、主位的請求を認めることになろう。

●――注
１）同事件に関しては、山下昇「判批」新・判例解説Watch（法
セ増刊）26 号（2020 年）283 頁参照。

２）国際自動車 2社（新宿・城北）事件・東京高判令元・7・
18 労判 1220 号 28 頁は、「労働時間の長短や経費の多寡
等によって歩合給の金額に差が生じ」ても不合理とはい
えないとする。

３）出来高の賃金について労働時間に応じた一定額の保障
がなされていないことは、労基法 27 条との関係でも問
題になり得るが、前掲国際自動車（第 2次）事件では、
最低補償給＝（過去 3か月支給総額）÷（過去 3か月労
働日数）× 0.6 ×当月労働日数（7時間 45 分）との認定
があり、同事件一審（東京地判平 28・4・21 労判 1141
号 25 頁）では、最賃法等の制限に反することを認める
証拠はないとする。

４）シンワ運輸東京（運行時間外手当・第 1）事件・東京
高判平 30・5・9 労判 1191 号 52 頁の運行時間外手当も
同様に名目的とみる余地もある。同事件については、龔
敏「判批」新・判例解説Watch（法セ増刊）26 号（2020
年）299 頁参照。

５）前掲日本ケミカル事件では、判別の要件自体は問題と
なっていない。

６）浜村彰「歩合給制における割増賃金の算定方法」労旬
1915 号（2018 年）11 頁では、29 最判がその判断方法
を示していないと指摘していた。

７）労働契約における通常の賃金が割増賃金に応じて変動
する仕組み自体を労基法 37 条の趣旨に反すると解する
見解もある（29 最判につき、竹内（奥野）寿「判批」ジュ
リ 1509 号（2017 年）115 頁、水町勇一郎「判批」ジュ
リ 1506 号（2017 年）4 頁、両角道代「判批」ジュリ
1518 号（2018 年）219 頁参照）。しかし、労働契約に
おける通常の賃金をどう定めるかということと、当該通
常の賃金をそのまま労基法 37 条等の定める算定基礎と
して用いることが妥当かという問題は、一応別であろう。
割増賃金の算定方法は、同条に具体的に定められており、
歩合給 (1) を算定基礎とした原審は妥当ではない。算定
基礎を「対象額Ａ－交通費」とすべきとするものとして、
石﨑由希子「強行規定としての割増賃金規制と労使自治」
ジュリ 1522 号（2018 年）97 頁参照。

８）本判決について、橋本陽子「判批」ジュリ 1546 号（2020
年）4頁参照。

九州大学教授　山下　昇


